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送 り出す側から見た海外労働力移動
日本,韓 国,イ ランの経験
モハマ ド ナギザデ
は じめ に
本 日のテーマは受 け入れ側,特 に 日本の受け入
れ体制を問題 としているが,私 はあえて送 り出す
側の諸問題 を取 り上げたい。
国際 間労働 力移動 問題 を考 え る場 合 に は,当
然,受 け入れ側 の問題 を検討 しなけれぽならない
が,そ れ以上 に労働者 を送 り出す側の諸問題を真
剣 に考 えておかなけれぽ,海 外 出稼 ぎ労働力移動
問題 は確実 に解決 されないと考 えている。
そ こで,ま ず,歴 史的 な背景 と国際間労働力移
動における理論 と現実 の隔た りについて説明 して
か ら,3つ の送 り出側 の タイ プの体験 を紹 介す
る。
歴史的背景
移民 の問題 は古 くて新 しい問題 とい う事 は,だ
れ もが良 く知 っている。 ヨmッ パ,ア ジア,ア
メ リカなどの歴史 を考 えた時,良 く浮上す る現象
であるか らだ。
戦争 と革命 によって大量 の人 口(労働力)が 移
動 してい る。植民地的政策 に依 る労働力の強制 的
移動が,ア メ リカ,ヨ 欄ー ッパ,ア ジア,ア フ リ
カ等で敢行 された事 は歴史が証明 してい るし,ま
た国策 として外貨 を獲得す る為に組織 的,政 策的
に国内労働力を海外へ派遣 した事 は,ア ジア,ア
フ リカ,南 米等にみ られ る。経済発展段階 に依 っ
て国 内の部門間の労働移動だけでな く,国 際間で
の労働移動 も経済的要因によって行われている。
この百年間には,NATIONSTATEと い う概
念が世界 中に広が り,各 国で強 く求め られ てい る
よ うだ。 そ れ は 各 個 人 が 各 国 の 国 民(CIT・
EZEN)に所属 している事 を意味 してい る。 しか
し,こ の 大 量 の 労 働 移 動 を 歴 史 的 に み て も
NATIONSTATEとの概念 とは矛盾 している事
も現実問題 となっている。 これは ど うい うことか
と言 うと,労 働移動(人 口)を した ことに よって
多数派の中に,全 く別のORIGINの宗教,言 語,
伝 統 な どを持 った 少民 族(MINORITY)が,形
成 され てしま うことであ る。NATIONSTATE
概念 に対 しての矛盾 は これ だ けで な く,国 際貿
易,マ ス コ ミ,観光旅行,地 域 内の統合政策,例
え ぽ,EEC,交 通 機 関 の 発 達 な ど も,こ の
NATIONSTATEの 概 念,又 は 国家SOVER-
EIGNITY(主権)に 矛盾 してい る と言 えよ う。
今迄 に,民 族主義的 な感情が,今 日ほ ど高 まった
ことがない。 これは第三世界だ けでな く先進 国,
社 会主義 国 で も高 まって い るの は言 うまで もな
い。特 に自か らHOMOGENEOUSSTATE(単
一民族)を アピール してい る国々の中 で,海 外 か
ら 入 っ て 来 る 一 般 外 国 人 を 含 め て,
MULTICULTURAL,MULTILNGUAL,
MULTINATIONALになるのを恐れているのも
現実 なのである。
理論 と現実の間の大 きな隔た り
(ここでは主 に桑原靖夫著 「国境 を越 える労働者」
(岩波新書)を参照)
国際労働力移動 の理論 に与 えられた課題 は山積
しているが,送 り出し国に関 しては次のてんから
特 によ く注 目されている。
1多 くの労働者 は,な ぜ本国を出て移動 を決
意す るのか。
2労 働者の海外出稼 ぎはs送 り出 し国の真の
経済 ・社会発展 を促進 で きるのか。
海外 出稼 ぎ労働者についての実証的 な文献 は多
いが理論 についての文献 はわ りあいに少ない。多
くの点を包括的 に説明 された理論 はまだまだ確立
されていないといえる。経済学 の領域ではsこ れ
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まで も様 々な労働力移動問題 につ いての仮説や理
論が工夫 されて きた。 しかし,… 般的にはこの問
題 につ いて(労働力移動の国内,国際間をとわず)
三つの立場 から論 じられている。
1The「Comparative」HistoryApproach
マ ク ロ的 な研 究 で は,現 在 の第 三 世 界 の労 働 力
移動 パ タ ー ソを先進 国 の初期 の段 階 の経験 と比較
してい る。 この考 え方 で は,LDCsの 経 験 と先 進
国 の過 去 の経験 と違 って,経 済 的要 因 よ りも,人
口的 な要 因 に よ る労働 力 移 動 パ タ ー ンで あ る こ と
を主 張 して い る。
2The「Optimam」GeographyApproach
地理学 と一部の地域研究者を代表す るこの 「最
適」地理学的 なアプルチは,空 間的 な居住均衡論
を全面的 に出 してい る。 この考}方 は,大 規模な
都市の人 口と雇用機会 を限定 し,多 数の地域中心
の成長 ポル(Pole)や,中規模 な都市 の建設 を強
調 している。
3The「Equilibrium」EconomicsApproach
経済学者を代表 とす るこの アプルチは,労 働力
移 動 の最大 の原 因 を い くつ か の 「プ ッシ ュ」 と
「プル」要因で あるこ とを強調 してい る。 この理
論 は,送 り出 し国側 の供給要因 と受 け入れ国側 の
需要 要因 を どち らが強力 か とい う観 点 での プ ッ
シュ・プル理論である。[プ ッシュ要因 とは,送 り
出 し国側の経済 ・社会 ・政治的貧困度 などで示 さ
れ る労働 力 の押 し出 し圧力 であ る。 プル要 因 と
は,受 け入れ国側の雇用需要 の豊富 さに代表 され
る比較優位(吸 収力)のhな 指標 を取 り上 げて
いる]。
経済学 の領域で は他の理論化 の試 み もなされ て
いる。例}ぽ,送 り出 し国 と受 け入れ国の間の距
離,労 働力の フローに注 目した動力理論,移 民労
働者 の 「鎖 の移動」理 論,「頭脳 流 出」の理 論 が
良 く知 られ ている。
これ らの理論 の多 くは,国 際労働力移動 のマ ク
ロ的集計量 の側面 とその短期的な経済効果 にだげ
着 目した ものであ って,そ の複雑 な背後関係,と
くに供給側 の真の経済,社 会発展 に十分注意 して
いない。 しぼ しぼ引用 される代表的な新古典派 モ
デルに して も静態的であ る。その内容を簡単 に記
す と,労 働者 の海外 出稼 ぎによって,送 り出 し国
は失業圧力を軽減 し,労 働者の本 国への外貨送金
によって経済発展を図る。他方,受 け入れ国は,
労働力不足を海外か らの労働力輸 入で充足 し,賃
金圧力を軽減す ることがで きる。 よ うす るにマク
ロ ・レベルでの処理 に終始 し,自 ら移動を決定す
る個人の意思決定 プ ロセスにつ いての ミクロ ・レ
ベルでの分析が少 ない。 さらに理論化 の前提が非
現実的であるから,理 論 が現実を理解す る上 で役
割を果 していない。
この理論は,国 境 を越 えて移動す る労働者 を単
純 な不均衡現象 として考}て い る。 この考 え方 で
は,移 民 出稼 ぎ労働者 の動 きは,所 得格差,失 業
率格差 を背景 として,労 働力が過剰 な国か ら不足
の国へ向けて移動す る均衡達成 メカニズムであ る
と考 えられ る。 この結果 として資源 の効率配分が
達成 され ると強調 されてきた。
しか し,こ の論理は受 け入れ国における産業構
造高度化 と経済的不平等 の発生 などへ の影響,ま
た,送 り出 し国における優れたマソパ ワーの流 出
や帰 国後の失われ る労働意欲,外 貨送金が期待 さ
れ る経済発展につなが らないだけでな く(移民労
働力が もた らす と考えられる主た る経済的利益 は,
従来言われてきたほど確かなものではない。集計し
てみるとマイナスであるかもしれない。ILO,Some
GrowingEmploymentProblemsinEurope,1974,p.
96),送り出 し国の産業構 造 をます ます非生産 的
(農業 と製造業部門 とくらべてサービス部門の拡大)
に させて しま うな どの問題 に関 しては,ほ とんど
沈黙 している。 この理論 について個 人は 「ユーテ
リテ ィ ・マ クシマイザル」である ことを強調 して
いるが,労 働力移動 に対す る非経済的な要因,ま
た非賃金決定的要 因(nonwagedeterminantes)の
影響 を無視 してい る。
国際労働力移動の理論 として,研 究者 が想定す
る内容 も決 して同 じではない。 また,経 済学の理
論 と社会学,あ るいはその他 の学 問領域 における
理論間の分析視角の差異 も大 きい。
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現代 の世界で展開 している国際労働力移動 は き
わめて複雑 な現象である。例}ぽ,イ ラソの よ う
な産油国では,五 ヶ年戦後復興経済 ・社会開発計
画実施中で多面的分野で熟練労働力不足 に直面 し
ているにも拘 らず五万人以上 の熟練労働力が 日本
にや って来 ている。 出稼 ぎ労働者 か らの本国への
送 金額 は(10億ドル程度)イ ラソにお け る雇用機
会 の創造 を伴 なった発展 に結 びつ くことはほ とん
どない。外貨送金 は国際収支の改善 に寄与す るど
ころか,そ れ を悪化 させ る ことも考 えられ る。
(国内生産活動 と伴わない外部要因一一原油と出稼ぎ
外貨収入一 による購売力の増大}→消費財輸入拡大)
要す るに海外送金が生産的用途 に投資 されず,労
働者や その家族の土地,住 宅,奢 修品購入,負 債
返済 な どに使われて しま うことが多いのは,海 外
出稼 ぎの最大 の問題 のひとつである。例}ぽ トル
コの場合で も,150万人か ら200万人近 い労働者 を
送 り出し,100万人近い帰国者がある。250億ドル
を越 える外貨送金 を受 けなが らも,こ の30年間の
結果 は440億ドルの債務 と トル コ経済を浮上 させ,
発展軌道 に乗せ るにいた っていない ことである。
海外出稼 ぎによる熟練 の修得につ いて もまた理
論 と現実の間には大 きな隔た りがある。現在,日
本 に来ているイラン出稼 ぎ労働者 のほとんどは自
国労働 内容 と比較 して技術的に よ り低 い レベルの
仕事を してい る。電気や車エ ンジソなどの専門技
術者,銀 行マ ンだ った者が,セ メソ ト・ブロ ック
等の町工場に雇われた りしている現状 だ。
海外 出稼 ぎ労働者の帰国後 の社会的 ・文化的諸
問題 も忘れてはならない。経済的側面 だけを取 り
上げて しま うと,彼 らの多 くは生産的経済活動 を
す るよりも高金利生活 をお くることにな りかね な
い。 これはや は り出稼 ぎ労働者個人のめ ざす 目標
と送 り出し側 国家の 目標 とが必 らず しも一致 して
いない表 われ であ る。
新古典派 の標準的 な国際貿易の理論 によれば,
国際労働力移動は関係国間に存在す る労働 の限界
生産力格差 を縮少す ると想定 されている。賃金格
差が労働者 を移動 させ る最 も強力な要因だ とすれ
ぽ,低 生産性か ら高生産性 の地域への労働力移動
は,賃 金水準を均等化 させ る。
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しか しなが ら,現 実 をみ る限 り移民の流 出それ
自体 は地域間の不平等,例 えば,賃 金格差 を縮少
す る方 向にむか う現象 でないことが指摘 されてい
る。要す るに地域間の賃金水準均等化 は,出 国側
の労働力海 外 出稼 ぎに よって実現す る ことよ り
も,送 り出 し国側 の真の経済発展のみ によって実
現できるのである。労働者 の多 くは 自国で最 も貧
困で単純労働者 であるために海外出稼 ぎに出ると
いった見方 は必 らず しも正確 とはいえない。 イラ
ソの事例 を見て も逆にあ る程度の賃金 と技術的 な
能力を もって,労 働者 として 日本に出稼 ぎに来る
ことが一・般的 となっている。
他 の問題は,送 り出 し国が 自国民の海外 出稼 ぎ
と国内経済発展 との間を結ぶ確た る計画 を持 って
いない。現在 の国内社会 ・政治問題のため に無秩
序で海外出稼 ぎを許可又 は無視 し,中 ・長期の経
済 ・社会発展展望 と戦略が失われているケースは
多い。現在 イ ラソは,5ヶ 年戦後復興経済 ・社会
開発計画を実施中で,こ の計画の最大 の 目的は,
イソフレ対策 と雇用機 会の拡大(製 造部門だけで
は期間中に30万人)で あ るに も拘 わ らず,5万 人
以上の出稼 ぎ労働者が 日本 に居 るこの労働力 とそ
の国内経 済 との関連 性 につ いて全 く触 れ てい な
い。特 に重 要 な こ とは,労 働者 が海外 で獲 得 し
た,い わゆる 「熟練」お よび労働 の結果 である送
金が海外 出稼 ぎを早 く減 少させ るよ うな経済発展
につながる関係が,な に も示 され てい ない ことで
ある。 このままでは,原 油輸出依存型の よ うに出
稼 ぎが稼 ぎを生む とい う悪循環 な結果にな りかね
ない。 このよ うな問題 はイラソにかぎらず,多 く
の労働 力輸 出国 に共 通 して い る。 イ ソ ド,ト ル
コ,エ ジプ ト,フ ィリピソなどその知 られた事例
であ る。
送 り出す側 としての日本の経験 とその目的
貧 しかった戦前の 日本では 「人 口問題」の解決
策 の一一つ として,北 海道開拓民 などに続 き海外移
民 の送 出を政策 としていた。ハ ワイ,ア メ リカ本
土,カ ナダ,南 洋諸 島,ブ ラジル等 の移住を奨励
した。 そ して旧満 州(現 在の中間北東部)へ の開
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拓移民 が海外移 住力 とな った。満 州移 民数 は,
1937年で180万人,敗 戦時点 で総計27万人 と言 わ
れてい る。その理 由は 「人 口多 きに過 ぐるを予防
す る道 は,今 日移住植 民 の業 を盛 んにす るに在
る』 と 「植民協会」の基本方針 に端的に表現 され
てい る。つ ま り,人 口過剰 と失業,貧 困(格 差)
を緩和す る手段 として海外移住 とい う方法が取 ら
れ て い た の で あった。 日本 は,「か らゆ き さん
(くん)」だけで な く,お びただ しい数 の 「移民」
を送 り出している。
ここで,歴 史 の流れにそ って五期 に分 けてみ ま
す と移民 の行先 に東南 アジアがあることに驚 くか
も知れないが,最 も多いのは皮 肉にもフィリピン
である。1925年か ら第三期,つ ま りアメ リカ移民
の道が閉ざされ ると,第 二期か らすでに登場 して
いた中南 米が大 きな比重 を 占めて くる。 あるい
は,1990年6月に は フジモ リ大統 領 が誕 生す る
が,そ の両親 が熊本 か らペルーに渡 ったのは1930
年代の ことであった。 明治初頭か ら第二次大戦の
終結 までの間に100万人の人hが 日本を後 に した。
戦後,ま もな く社会経済 の混乱 の中で,日 本 か ら
アメ リカ,カ ナダ,ア ルゼソチン,パ ラヴァイ等
に も移民 が流出 した こともあるが,1950年代 の中
頃か ら日本経済の高度成長 を 目前 にし,1958年の
1万5千 人を ピークとして海外労働流出が減少 し
たのである。 また,先 日のある新 聞は 「ブラジル
集 団移 民 の先駆 者(1908年の第1回 ブラジル移民
団)の 生存者は,た だ1人 となった」 と報道 して
いた。
送 り出す側としての韓国の経験 とその目的
1939年か らX945年の間に73万人 の朝鮮人が強制
的に 日本に連行 された ことは別 として,韓 国政府
は戦後,初 め て組 織的 な協定 に基 き,労 働者247
人 を海外 に(旧 西 ドイッの採鉱事業)送 り出 した
のは1963年であった。当時か ら現在 に至 るまでに
約200万人 もの労働 力 が海 外 に派遣 され,そ の
62%が西 アジア,北 ア フ リカ,い わゆる中東 であ
る。1970年代 か らは中東 の国hが 韓 国海外労働力
の主力場所 となった。 しか しs1980年か らは,こ
の傾 向が徐 々に減 少 の方 向 にむ か い,1989年に
は,63万人 の労働 者 が海 外へ派遣 された のであ
る。 これ を ピークの時 の1982年と比 較す る と,
67%にしかなっていなか った。 しかし,現 在 の韓
国では労働者 の不足が次第 に問題 とな りつつある
(表1,2)。韓国 の送 り出す側 としてのパ ターソ
を簡単 にまとめてみ ると,次 の特徴が現われ て く
る。
まず,第 一一に外貨の獲得を組織的に 目ざした こ
とは言 うまで もな い。第二 に,海 外 派遣 労働者
は,現 地 の企業 に雇われるよ り,海外 に進出 して
いる自国の企業に就労 した。第三 には,多 くは産
油国,い わゆるサ ウジアラビヤ,イ ラソ等であっ
た。第四 には,建 設業を中心 とした分野 の海外派
遣を行 っていた。例 えば,1984年では,49%以上
の労働力が全 て建設業 のためだ った。第五 には,
1989年から個 人移民制度が緩和 されてはい るが,
しかし,1963年か ら政府が組織的に海外労働力の
管理 に 目を光 らせ ていたのである。例 えぽ,最 低
賃金,労 働条件等,現 地での韓 国企業 と外国企業
との間で,競 走が損 なわ ないよ う政府が指導 した
だけでな く,現地労働者 の賃金の一部を祖国に居
る家族 に支払 うよ うに企業 に命 じてもいた。又,
政府は海外労働者の移動を管理するために,幾 つ
かの機関を設 けた。例 えぽ,KOREANOVER-
SEASDEVELOPMENTOFFICE
(KODC1963),INTERNATIONALSKILL
DELOPMENTASSOCIATION(ISDA1971),
だけで な く,各 国の駐在大使館の中にLABOUR
ATTACHEを置 いた。 ここの係館員 の仕事 は,
現地労働市場の事情 を調査す るだけでな く,労 働
者派遣 の承認 もしていた。 国際収支の側面か らみ
る と,1963年か ら1988年の間に は,160億ドル の
外貨を獲得 し,韓 国の経済発展に大 きな役割を果
したのである。1967年には,海 外労働送金額が1
億 ドルに昇 り総輸出の3億 ドルに比べ る と1/3に
当る。その後,輸 出拡大 と送金 の減少 に依 ってそ
の割合は減少 している。が,し かし,喜 んではい
られない。 その送金 によ り国内での物価上昇 と賃
金値上げは問題 とな り,社 会的側面か らみて も,
家族 問題,海 外 で の事 故 の増 加(30万人の死傷
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表1韓 国の海外労働力移動の推進
(Unit:person)
1963～80 !981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 '.. 199
Asia 404,120147,488164,180148,868117,1157$,49749,63537,88229,75717,196
・Middle 382,040138,310151,583130,776100,76572,90744,75331,06921,542--,764
East
・Nan-Middle 22,080 9.17$12,59718,09216,350 5,590 4,$82 6,813 8,215 5,432
East
Europe 20,143 } 288 437 378 320 338 742 s4s 112
America 8,067 70 857 1,219 soy 1,418 2,093 2,659 1,894 807
Africa 25,287 　 278 468 308 795 458 757 455 132
Foreign 133,48127,55631,25233,28534,06739,21542,75144,3QO50,23045,400
vessels
Total 591,098175,114!9s,s551$4,277152,673120,24595,27586,34082,98263,647
Source:MinitryofLabor,theRepublicofKorea.
表2中 東における韓国の海外労働力移動
MiddleEast (Unit:person,%)
1977 1978 1979 1980 1981 19$2 1983 1984 1985 1986 1987 .. 1989
SaudiArabia32,74856,16180,78793,322100,452108,97294,47564,31042,75821,97013,8119,18Q4,073
Iran 6,2647,418 64 253 199 369 1,2401,8221,3821,488 770 675 771
Kuwait 4,6578,6467,15510,2187,4544,7293,1493,7522,9541,635 634 377 244
U.A.E. 804 2,6893,503fi,2192,1031,54fi978 1,421 9321,8181,382 575 181
Iraq 213 478 1,063 627 6,551ls,14s11,43011,170fi,8235,2803,1181,435 371
Jordan 1,6511,418 902 2,2851,8351,2231,033 359 311 174 z6 42 8
Bahrain 3.47$2,073 734 750 657 760 5$4 1,1091,113 722 532 598 185
Egypt 239 43 107 321 652 441 248 283 186 424 278 83 74
Qatar 1,4911,9151,8541,2571,6581,222 806 33! 261 221 143 13 1
Libya 677 1,0182,0463,79415,13513,3915,75815,62915,1589,8269,5318,0225,559
Sudan 25 128 227 259 24 74 83 138 121 83 95 72 65
Yemen 一『 699 935 871 326 734 436 $29 678 691 565 230
Others } 295 719 384 268 5 82 434 8 5 2
Total(A} 52,24781,98799,141120,53513$,31051,5831 0,77fi100,76572,91044,75331,06921,54211,761
WholemigrationfB)69,603101,998120,99014fi,43fi175,11496,$851 4,277152,673120,2459 ,27586,34082,98263,647
A/B(%) 75.1 80.1 81.9 82.3 79.0 77.0 71.0 66.0 6U.6 47.0 36.026.0 18.5
者),それに加}て 帰国後 の失業 な ど多 くの問題
が現在にも残 され てい る。
イランの体験 とその目的
イ ラソの経 済 は原 油 輸 出依 存 型(石 油 中毒)
で,こ の構造 は革命の前 も後 も変 っていない。昨
年(1990・3・21～1991・3。20イラン歴1369年)に
お いて,イ ラ ンの非 原油 輸 出 は,わ ず か10億 ドル
に しか な ら なか った が,し か し,輸 入 は160億ド
ル に もな った。 この 輸 出入 の差 は原 油 の輸 出収 入
に よ って殆 ん どまか なわ れ てい る。 原 油輸 出に依
る経 済 発 展 とか近 代 化 とか唱 えて い る論 者 も多 い
が,彼 らは果 して産 油 国 の真 の経 済 発 展 を求 め て
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いるのだろ うか。それ とも 「商売」の為 に唱えて
いるのか疑問である。一般的に,こ の よ うな原油
輸 出依存型 の特徴 は,非 生産部門(サ ービス部門)
の拡大 と,人 口の少 い産油 国の場合,大 量 の外国
労働者依存 である。言 い換 えれぽ,原 油輸 出国で
あ る限 りは,外 国労働老受け入れ側 に立つ ことも
現状 なのだ。 イラソの場合はペルシ ャ湾地域 にお
いては,他 の産油国 と異 な り5200万人規模 の国で
あるに も拘わ らず,現 在,イ ラソ在留 の外国労働
者移 民 は300万人 以上(ア フガソ200万人,ア ラブ
lOO万人)が 就 労 して い る。 なの に,今,日 本 の
マス コミに騒がれてまで,何 故,イ ランの若者 が
日本 にや って来 るのか。 この現状 を次の よ うに考
}てみたい
。
経済発展段階に よる労働移動(農 村から都会へ)
に加 え,戦 争 と革命 による労働者 を含めた大規模
な人 口移動が行われ る。 イラソ革命 による人 口の
流 出は200万人 と予測 されて いるし,戦 争 による
国 内での労働人 口移 動 は300万人余 りに も昇 って
いる。 ここでは,農 村 か ら都市へ,国 か ら海外へ
と移行 した労働力の輸 出原因を整理 してみ ること
にす る。
農 村 か ら都 市 へ
(1)原油 輸 出型 構 造 に よる非 生産 部 門(サ ー ビ
ス部門)の 膨 張 。(1970年か ら続いている)
(2)革命 政 権 の無 責 任 なス ロー ガ ン。
(3)戦時体 制 の基 で 国政 と宗 教 に よる人 口成 長
率 の 増 大(3.7%,人 ロ……1981年3700万人,
1988年5100万人,テ ヘ ランは400万か ら900万)
(4)イラン近 隣 諸 国 の革 命 や戦争 の影 響 で イ ラ
ンに流 入 した大 量 の移 民。
(5)原油 収 入 に よる大 量 の食 糧 輸 入。
(6)農業 部 門 の停 滞。
(7>所得 格 差(農 業 ・製造業 とサ ービス部門間)
国 か ら外 国,特 に 日本 ヘー一 停 戦 まで。
(1)戦時体 制 下 に あ るに も拘 らず,海 外 へ の 出
国 を認 め,持 ち 出 し外 貨 を1人 当 り300ドル
か ら500ドル に割 り当 てた。
(2)国内の物 不足 。
(3)外貨 にお け るヤ ミ市場 の拡 大。
(4)1980年か ら!988年革命 と戦争 による 日本以
外 の西側 との国交断絶。
停戦後1988年～
(5)現実主義 路線 を基本 として,IMFと 世界
銀行 の指導 を受ける ことによって経済統制の
解 除,補 助金の撤廃 などが実施す る。
(6)非原油輸 出の振興策のため にイラソ通貨の
切 り下 げ。
(7)外国為替相場の多様化:公 定 レー ト,貿易
用の競走 レー ト,変動相場,ノ ンバンク自由
相場,例 えば,公 定 レー トとノソバソク自由
相場 は20倍位 もちが うことが現在のイラソの
「日本熱」 は大 きな影響 を与 えてい る。何 故
ならぽ,物 価 はノンバ ソクレー トのベースで
行われ,所 得 は,公 定 レー トで支給 され るか
らである。
(8)各所得層間の格差 の拡大。
⑨ 日本 とイランの間の査証免除協定。
以上の よ うな多 くの問題 などがある。
イラン政府 の対策
結論か ら申 し上げる と,今 の ところ,5万 人以
上のイ ラン人が 日本に居 るにもかかわ らず イス ラ
ム政府 は韓国のよ うな具体的政策や組織 を もって
いない(図1)。産 油国で あ り革命 政権 で ある イ
ラン政府 は国際社会に対 し,労 働 力輸 出国の立場
を正式に認め られた くないのである。 しか も,こ
の1,2年 前か らイラソのマス コミは,こ の問題
を取 り上 げ注 目し続けている。一部の新聞や雑誌
は,外 国労働者を悪環境 のもとで扱 っていると日
本を批判 して い るこ ともあ る。 この問題 に関 し
て,大 き く分 けるとイランでは,賛 成 と反対 の声
が上 がっているの も事実である。
反対派=
(1)戦後の復興のために若 い労働力が必要だか
ら,祖 国の経済再建のため に犠牲を払 うべ き
だ。
② 出稼を続 けれぽ,ま す ます国際社会 での地
位を下げ ることになる。
(3)出稼す ること事で,革 命 とイス ラム的な価
値観が影響を受け る等。
賛成派=
(人)
30.000
yr,ooo
2(1.Ul)O
15.000
10.(10U
5,C)OO
図1イ ラン人入国者数
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(出所)法 務 省 出 入 国 管 理 統 計
(1)非石油輸 出の一環 として,労 働力輸出によ
る外貨獲得が可能 となる。(本年度は10億円を
見込んでいる。 この額は非原油輸出に匹敵する)
(2)海外へ の労働力輸出は,国 内の経済実態,
特 に,中 央銀行 の金融政策の結果 なので,仕
方がない としている。
しか し,賛 成派 に して も,反 対派 にして も,イ
ラソ と日本政府 の今 までのや り方 を批判 してい
る。 日本側 の問題 としては,何 故,他 の国のよ う
に査証免除協定を中止 しないのか。それは,日 本
の政策 として 日本 ビジネスマンは,資 源 国,そ し
て,戦 後 のイラソの大規模 な再建市場 に,自 由な
アクセスをもちたいか らではないか。
日本はイラン人の入国の際には,出 稼 の疑惑 の
ある者 に入国を許可せず送還す るが,こ うした事
が両国の間に新たな軋 しみを生み出 しているとい
える。昨年10月,イラン駐在 日本大使館 に15名の
イラン人がつめ かけた。 日本へ の入国を非定 され
た人達で渡航費用の賠償を認め るよ うに50名の署
名入 り文章 を手渡 した。 また,日 本 で労災事故 に
あい,指 を失 った者 が保障を求めている。朝 日新
聞の昨年12月28日付 によると,イ ラン入国管理
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当局 が12月中旬 か ら邦 人 の入国i査 を突 然厳 し
く,テ ヘ ラン空港での入 国拒否や送還 が相次 いで
い る。 日本 での イ ラソ人 労働=者の大量 送還(摘
発,送検 など)に対抗 した措 置 とみ られ,イ ラソ
側の予想外 の 「報復」や対 日感情の悪化 にテヘ ラ
ソの邦人社会 ではS両 国関係への波及 を懸念す る
声 も広が っている。 イラン入管は,ま ず,ユ7日未
明に到着 した邦人だけ30人を理由 も告げずに空港
ロビーで2時 間待機 させ…部の旅券,現 金 を押収
した。20日は大手企業の社員4人 が入国を認め ら
れ るまで,60時間以上 もホテルで外部 との連絡 も
取れ ない拘束状態 に置かれ,21日には研究者 ら3
人が入国で きず,ド バイに送 られた。
両国は査証(ピ ザ)免 除協定を結 んでい るに も
拘わ らず,今 回イラン政府 はピザ なしの出張者 の
入国を拒否,こ の慣習を破棄 してい る。 イラソ入
管担 当者 は,こ れ までに例がない邦 人審査強化 に
ついて,日 本 の入管当局が イラン人労働者 を成 田
空港 で大量 に送還す ることに対す る 「対抗措置」
と説 明 している。 日本大使館 の抗議 にイラソ外務
次官 は,大 統領府 と協議 した ことを明 らかに し,
政府首脳 レベルで邦人審査問題の結論が出る こと
を示唆 している。
入国審査 はイランの主権事項で,日 本側 は強い
介入 はで きず,日 本企業 は自衛手段 として新たな
出張者に ピザ取得 を徹底 させ始めた。既 に入国済
み の ビザな し出張者は イラソ側 の態度硬化 を懸念
し,仕 事 を切 り上 げ帰国す る動 きも出ている。
イランで は,大 金を使 って日本 に着 いた のに ビ
ザ なしの不法就労 と認定 され,空 港で送還 された
労働者 の不満 が広が ってお り,日 本入管当局や 日
本全体 を批判す る新聞論調が 目立 っている。 イラ
ン政 府の無責任 な態度 と,日 本政府の黙認が今の
無秩序 を生み出 している要因 といえる。……経済
的側面 は別 とし,両 国民の感情の摩擦 を放置す る
ことに より深 い傷がで き両国民間の友好的 な関係
を妨 げることになろ う。1日 も早 くイラン ・日本
両国が制度的 な整備 を急がなけれぽな らない。
〈質問〉 白井保氏
約300万人に上 るといわれ るイラソにおける外国人労働者 の
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実態はどのようなものか。
〈答〉
イランにおける約300万人の就労者 について簡単に申 し上げ
たい。
確か,イ ラン革命前には,日 本のように仕事を求めて東南 ・
西南アジア等の国々か ら就労者がイラソに入って来たことも
あったが,革 命後はこのような形態の就労者ではな く,政治 ・
経済難民が大量にイランに流入した。周知のように,1979年の
アフガン問題 による大量難民が発生 し,その内の250万人以上
がイラソに入って来た。1990年のペルシャ湾戦争の時にも,ア
ラブ周辺国から再び大量の難民がイラソに流れて来た。 これら
を合わせると約300万人以上 と言われている。イラン政府は,
これらの政治 ・経済難民を認め,今 日に至 っている。難民の世
話は内務省が担当し,難民にはそれぞれ証明書を発行 し,これ
があれぽイラン国内での就労を認めている。政府は,ア フガン
問題解決 までは,イ ラソ滞在を認めているが,解 決後 は,た だ
ちに帰国を求めている。果たして,10年以上も滞在している難
民を帰国させることは,イ ラソ政府にとって,頭 の痛いむずか
しい問題だと私は考えている。
